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　本誌 No.95（2019.3）1）において、電子資料を取り巻く
環境、なかでもオープンアクセス（以下「OA」）に関する
動向と図書館の取り組みについて紹介した。その後の 1年
においても、OA、とりわけ電子ジャーナルの購読契約と
OAを組み合わせた契約の動きが活発化している。この間
の国内外の動向について概観したい。
　従来の電子ジャーナルの契約は、研究成果を「読む」た
めに料金を支払う購読モデルであったが、研究成果を OA 
で「出版する」ことに主眼を置くモデルが増加している。
こういったモデルの契約は「Transformative Agreement」
と呼ばれている。この用語は、購読費に基づくモデルか
ら、OA出版サービスの公正な対価を出版社が受け取るモ
デルへ“転換する”契約であるとの意味 2）から使われて
いる。「Transformative Agreement」にはさらに「Offset 
agreement」「Read & Publish」「Publish & Read」「Publish 
& Access」など、変化を続ける様々なモデルに対する呼称
がある。本稿ではこれらを総称するものとして「OA出版
モデル」と呼ぶこととする。
1．世界における動向
　本誌 No.95の記事でも紹介した世界的なイニシアティ
ブ OA20203）の動きは勢いを持続しており、欧州の各国か
らは続々と OA出版モデルによりコンソーシアムが出版社
や学会と契約を締結したとの情報が入ってきている。欧州
の場合は、大学単位ではなくコンソーシアムの単位での契
約が多いことが特徴といえる。
　これに対してアメリカにおいては、個別の大学によ
る動きがみられる。例えばカーネギーメロン大学で
は 2019年 11月にエルゼビア社と OA出版モデルへの
「Transformative Agreement」を締結しており、これはア
メリカの大学としては初めてであった 4）。またカリフォル
ニア大学においては、エルゼビア社とは契約交渉が決裂
し 5）アクセスが遮断される状況となる一方で、Cambridge 
University Pressとは OA出版モデルによる契約を締結し
ている 6）。大学としての方針を明確にした上での契約の状
況が伝わってきている。
2．日本国内における動向
　国内においては、大学図書館コンソーシアム連
合（Japan Alliance of University Library Consortia 
for E-Resources. 以 下 JUSTICE） が、2019 年 3 月 に
「JUSTICEの OA2020ロードマップ」7）を公開した。これ
は、欧州を中心とする OA2020 の動きを受けて、
JUSTICEにおける OA出版モデル実現への移行の道筋を
明らかにすることを目的として策定されたものである。購
読契約の継続が限界に近づく状況の中で、JUSTICEでは
現状からの打開策として、学術情報流通のトータルコスト、
すなわち購読料と OA出版にかかる費用を総額で管理する
ことを可能とする、OA出版モデルへの可能性を模索して
いる。
　ロードマップでは具体的な道筋として、出版社との交渉
に必要となるエビデンスデータの収集と分析、OA出版モ
デル契約に向けた試行、また研究者や大学執行部等様々な
ステークホルダーとの協力・合意の形成などをあげている。
　このロードマップの方針に基づいて出版社と契約交渉
を行ってきた結果、JUSTICEは 2020年契約への提案と
して、Cambridge University Pressから Read & Publish
モデルの提案を受けるに至った 8）。また他にも出版社等と
OA出版モデルによる契約の可能性について協議を行って
いる。
　当館でも 2020年契約において Cambridge University 
Pressとの Read & Publishモデルによる契約を締結した。
　文部科学省においても電子ジャーナルの購読問題につ
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いてはかねてより議論されている。2006年、2009年、
2012年と科学技術・学術審議会の作業部会において報告
書が取りまとめられ、2014年には「大学等におけるジャー
ナル環境の整備と我が国のジャーナルの発信力強化の在
り方について」の報告がなされている 9）。2019年度には、
科学技術・学術審議会情報委員会の下にジャーナル問題検
討部会が設置された 10）。2020年 1月 27日に第 1回会合
が開催されたが、論点はジャーナルの購読料負担への対応
のみならず、欧州各国が推進する OA化への動き、さらに
研究成果の発表・公表のあり方から研究者評価のあり方ま
で、多岐にわたる論点から議論が行われる見込みとなって
いる。
　大学図書館界・研究者間でも電子ジャーナルの購読の課
題と OA出版モデルの台頭は喫緊の課題となっており、大
学マネジメント協会が刊行する「大学マネジメント」誌で
は特集「学術情報流通基盤の変革を目指して－電子ジャー
ナル問題で疲弊する大学、その解決策を探る－」が組まれ
た 11）。当館の深澤良彰図書館長も、本学における対応に
ついて寄稿している。記事は早稲田大学リポジトリにも登
録されているので参照されたい 12）。
　また 2020年 3月 27日には国立大学図書館協会の主催
で電子ジャーナル問題に関するシンポジウムが開催される
予定となっており、深澤図書館長が登壇することとなって
いる（2020年 1月 28日現在）。
3．当館における取り組み
　図書館においては、このような世界の動向、国内の動
きを注視しつつ、ビッグディール契約を中心とする電子
ジャーナルの購読契約のあり方について、検討・調整を継
続的かつ精力的に行ってきた。図書連携協議会の下におか
れたビッグディール契約のあり方に関する検討委員会な
らびに電子媒体検討委員会における検討経過については、
2019年度図書館年報にて報告予定であるのでそちらに譲
りたい。この課題は図書館に閉じられたものではなく、大
学全体としての対応が必要となっているとの認識のもと、
現在も学内の関連箇所との協議・調整を継続している。
　図書館では 2018年 8月に、図書館の使命を以下のとお
り定めている 13）。
1． 国内外の学術情報資源を収集管理し、本学の学生
および教職員の利用に供する。
2．本学の学術活動成果の公開と発信を支援する。
3． 国内外の研究図書館と連携し、世界の学術情報発
展に寄与する。
　電子ジャーナルと OA出版に関わる課題はまさにこの図
書館の使命の全てに関わるものであり、大学のミッション
である「世界で輝くWASEDA」の実現にもつながっている。
状況が刻々と変化していることもあり、進むべき方向性を
都度確認しつつ、本学にとって最善の方策を検討したい。
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